
P1

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

事務・事業を見直すためのツールとしてさらに有効機能するよう随時改善し、計
画、予算、人事管理等と有機的に結びつけ、積極的に活用する。また、第三者評
価の導入も検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

事務事業評価表及び施策評価表の改善を行った。また、次年度以降の実施計画の
査定を行う際、行政評価結果を参考として活用を図った。

予算、人事管理等との結び付けに向
けた行政評価の活用方法を検討し、
充実する。

H17 H18 H19 H20 H21

従来実施していた派遣事業を毎年実施するのではなく、平成１１年に姉妹都市の
提携をしているので節目の年である平成２１年に実施する。

　
効果額(４年間)
3,560千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成２１年度の海外派遣事業の実施に向け、市民にロングビュー市を周知するた
めに、市民まつり・ロングビューウィークにおいて、姉妹都市のＰＲを実施し
た。

引き続き、市民まつりやロング
ビューウィークを効果的に活用し、
姉妹都市の周知活動を行っていく。

H17 H18 H19 H20 H21

広報わこうの月２回発行に伴い、企画・編集作業の迅速化・効率化を図るため、
広報編集体制の見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

自治会連合会地区懇談会等で市民からの意見を取り入れながら、広報わこうの配
布方法を見直すとともに、発行回数について現在の月２回発行（Ａ４版）から月
１回発行（タブロイド版）に見直すことを決定した。

１０月１日号より、月１回発行とす
る。

H17 H18 H19 H20 H21

契約内容、契約方法などの見直しを図り、委託料等の軽減を図る。
　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

目標を２％の削減とし、光熱水費の使用量削減や業務委託の契約内容の見直し等
維持管理経費の削減に取組んだ。

引き続き、一層の削減を図る。６，２００千円

【効果額】

3

広報編集体制の見
直し
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

市庁舎管理経費の
節減
【総務課】
【○】

4

【効果額】

2

国際交流事業の見
直し
【人権文化課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【効果額】

８９０千円

【目標数値等】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【目標数値等】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

1

行政評価システム
の改善及び活用推
進
【政策課】
【△】

実施年度／効果額

【効果額】

１　行政評価による事務事業の見直し

【目標数値等】
【実施年度】

【取組内容】

検証・実施

検討（実施）

実　　施

検討（実施）



P2

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

利用状況を勘案し、費用対効果の視点から、保養施設の見直しを行う。 検討 効果額(４年間)　25,200千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

利用状況を勘案し、ドーミーヴィラ伊豆山との契約を打ち切り、ベルナティオと
の契約内容についても見直しを行った。

夏季・冬季の保養施設を見直す。

H17 H18 H19 H20 H21

平成１７年度にアンケート調査を実施した。今後、松ノ木島区画整理組合元組合
員・周辺住民等の意見聴取を実施し、センター設置のあり方や機能の見直しを行
う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

アンケート調査及び地権者との意見交換会の実施結果を考慮し、平成１９年度以
降に用途変更などを検討することとした。

平成１９年５月の総合体育館オープ
ン後、利用状況の変動を把握してい
く。

H17 H18 H19 H20 H21

和光市商工会との連携の強化を図ることで、市内商業や商店街の活性化、中小企
業施策の普及を目指す。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

地元企業者の経営安定と商店街の活性化を図るため、経営相談、市の制度融資の
実態調査を商工会に委ね、市内商工業の振興に努めた。

インキュベーション事業への参加に
よる新産業の創出と育成に取組む。

H17 H18 H19 H20 H21

ポイ捨てのゴミの中でもポイ捨てタバコが圧倒的に多いため、今後、路上喫煙防
止条例施行に合わせて喫煙マナーの向上を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年１０月より路上喫煙防止条例を施行し、喫煙マナーの向上及び環境美
化を推進した。また、環境美化が促進されることで、事業費を縮小することがで
き、１８３千円の事業費を削減できた。

キャンペーン等の啓発活動により、
喫煙マナーの向上及び環境美化を推
進する。

【目標数値等】

【効果額】

１８３千円

8

環境美化に関する
市民活動の推進
（美化推進員制
度）
【環境課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7
商工業振興の充実
【地域振興課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

勤労福祉センター
施設機能の見直し
【地域振興課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

 

実施年度／効果額

5

市民保養施設、事
業の見直し
【地域振興課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

６，７６３千円

実施（検証）

検　討 実施

実施（検証）

検討（実施）



P3

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

介護保険法の改正により小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの事業
を実施する。

　

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

指定管理者制度の導入、改修工事の完了及び介護保険小規模多機能型居宅介護施
設と高齢者地域交流拠点となる老人福祉センター機能施設を整備した。

再編整備された機能を発揮しなが
ら、北エリアの要介護認定者数の
15％低減、センター登録者200人を目
指していく。

H17 H18 H19 H20 H21

駅周辺の生活環境・美観風致の維持と交通安全対策の推進のため自転車の撤去、
保管による返還手数料及び駐車場利用の利便推進のため使用料等の見直しを行
う。

検討 効果額(３年間)　5,700千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

放置自転車を防止するため、市の広報によりＰＲ等を行った。 また、月１回土曜
日に放置自転車撤去業務を行った。

引き続き、ＰＲ活動を積極的に行い
ながら、放置自転車撤去業務を月４
回から５回に変更し、そのうち１回
を放置自転車が多い日曜日に行って
いく。

H17 H18 H19 H20 H21

各公共施設を運営する独自の交通運行を市内循環バスとの整合を図り、総合的運
行システムとして交通弱者への交通移動の利用の利便性の向上と効率化を目指
し、日常生活の支援を目的に運行経路、運行経費の見直しを検討する。

バス利用者２割増（26,000人）

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

特になし

市民の交通移動の利便性の向上を図
るために、運賃収受（ＩＣカード）
システム車載器設置の検討を行って
いく。

【目標数値等】

【効果額】

11

市内循環バスの見
直し
【道路安全課】
【×】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

放置自転車防止対
策の見直し
【道路安全課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

9

老人福祉センター
施設機能の見直し
【長寿あんしん
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討 実　　施

実　施

検討（実施）



P4

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21
平成１７年度に庁内検討委員会を設置し、平成１８年度に市民との協働指針を策
定するための市民を含めた組織を設置し、その指針を定める。また、既存の施設
を利用した拠点についても併せて検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

協働推進庁内調整委員会を設置し、市民との協働指針における素案を策定した。
その際、パブリック・コメント、自治会連合会への説明、市民団体との意見交換
会等において意見聴取・調整を行い、指針の策定は平成１９年度とした。また、
ＮＰＯ行政連絡調整会議において、既存施設を利用した拠点整備についての検討
を行った。

上半期中を目標に指針の策定を行
い、下半期には具体的な実行計画等
の策定、協働の推進に向けた市民協
働推進協議会を設置する。また、拠
点整備については検討委員会を設置
し、平成２０年度開設を目指し検討
していく。

H17 H18 H19 H20 H21

市民参加推進会議において市民参加の推進について検証するとともに、新たに庁
内で推進会議を設置し検証する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市民参加推進会議とともに市民参加の推進について検証した。また、新たな検証
シートを作成することにより、市民参加推進会議がコメントや指摘事項を記入
し、担当課とともに検証する方法へ切り替えた。このため、当初新たに庁内組織
の設置を予定していたが、設置しないこととした。

引き続き、市民参加推進会議ととも
に、効率的な市民参加の推進方法と
その検証方法を検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

防災訓練、防災講演会等を開催し、市民の防災意識の向上及び防災体制の整備を
図る。

 

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市を北地区と南地区に分け、防災訓練を実施した。また、元東京消防庁の佐伯氏
を招き防災講演会を開催した。また、自主防災組織に対して補助金を交付し、市
民の自主的な防災活動の促進を図った。

引き続き、防災講演会の開催、自主
防災組織に対する補助金を交付す
る。

H17 H18 H19 H20 H21

和光市防犯計画に基づき、市及び関係機関、市民団体等による（仮称）防犯推進
協議会を設置し、市民と行政が一体となった防犯施策の推進を図る。

計画
策定

 

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

防犯推進連絡会議を２回（５月・１０月）開催した。また、防犯リーダー養成講
座を開催し、３７名に修了証を交付した。

引き続き、防犯リーダー養成講座等
を開催していく。

【目標数値等】

【効果額】
4

防犯に対する市民
と行政との協働体
制の推進
【くらし安全課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

防災に対する市民
と行政との協働体
制の推進
【くらし安全課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

市政への効率的な
市民参加の推進
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

２　市民との協働の推進

実施年度／効果額

1

市民と行政との協
働システムの構築
（アダプトシステ
ムの推進を含
む。）
【政策課・地域振
興課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）

検証（実施）

実　　　施

実　施



P5

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

アダプトシステムを導入することにより、地元に根付いた団体が運営に携わるこ
とで、地域住民の意見が反映された管理運営を目指す。

コミセン　　　４館
地域センター　４センター

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

南地域センターの開所に向け、地域住民と話し合い、管理協力委員会を立ち上げ
た。

コミュニティセンターにおける地域
住民主体の管理運営方法について検
討する。

H17 H18 H19 H20 H21

市民管理協定制度（埼玉県新規事業）及び和光市アダプト制度（市民との協働に
よる緑地保全を目的にしたもの）を活用するとともに、市民団体への支援につい
て、具体的な施策を推進する。

　 対象地域 5地域

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市民管理協定制度（埼玉県新規事業）及び和光市アダプト制度（市民との協働に
よる緑地保全を目的にしたもの）を活用するとともに、市民団体への支援を行っ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対象地域　１地域）

市民管理協定制度及び和光市アダプ
ト制度を活用しながら、引き続き、
市民団体への支援を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

環境美化ボランティアへの支援を推進し、ボランティア団体登録数の増加を目指
す。

検討 登録団体数　８団体→12団体

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

環境美化ボランティアへの支援を行った。
（登録団体数　９団体）

環境美化ボランティアへの支援を推
進し、ボランティア団体登録数の増
加を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

地域の公園管理にアダプトシステムを導入することにより、住民の意見を反映さ
せた管理運営を目指す。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

公園管理にアダプトシステムの導入を検討した。なお、長期にわたり受託先を募
集してきたが、応募がないため、平成１９年度当初から実施することができな
かった。

引き続き、導入を検討していく。

【目標数値等】

【効果額】
8

公園管理における
アダプトシステム
の導入検討及び推
進
【都市整備課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

環境美化に関する
市民活動の推進
（環境美化ボラン
ティア制度）
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

環境美化に関する
市民活動の推進
（市民管理協定制
度）
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

コミュニティセン
ター・地域セン
ター管理における
アダプトシステム
の導入検討及び推
進
【地域振興課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討(実施)

実　施

実　施

実　施



P6

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民と協働のまちづくりに向け、道路清掃等（道路サポート）のアダプトシステ
ムを導入する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

道路管理におけるアダプトシステムを導入するため、調査・検討を行った。
引き続き、導入のための調査・検討
を行っていく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校から積極的に情報を発信するとともに、学校評議員制度及び外部からの学校
評価の充実を図り、地域や保護者の声を学校運営に活かしていく。また、地域の
教育力を授業に取り入れたり、学校の施設、設備を開放し、地域に開かれた学校
となるように努める。

全校(11校)実施

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

ホームページや学校だよりで情報を発信するとともに、学校評議員並びに保護者
等の学校評価又はアンケートにより、様々な声を学校運営等に反映させている。
また、生活科や総合的な学習の時間において、地域の方などをゲストティー
チャーとして招き、生きた教材を提供してもらい、地域と学校との連携を図って
いる。

引き続き、平成１８年度と同様の取
組を実施するほか、文科省・県教委
委嘱事業の最終年度として、研究発
表を予定している。

H17 H18 H19 H20 H21

文化的価値のある古民家を維持するため、市民主体の文化活動の場とする。 検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市民ボランティアの参加により、古民家（旧冨岡家）の運営・各種事業を実施し
た。また、文化活動の場としての古民家が復元されたことを広く周知した。

事業をより精査し、旧冨岡家の文化
財的価値を損なわず、伝統行事の体
験学習ができる事業を実施してい
く。

その他 　

取組事項（担当課） 効果額

【目標数値等】

【効果額】

 

11

市民参加型行政ボ
ランティア活動の
推進
【生涯学習課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

10

地域に根ざした学
校教育の推進
【学校教育課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

9

道路管理における
アダプトシステム
の導入の推進
【道路安全課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

平成18年度取組状況

12
アダプトシステム
の導入
【環境課】

埼玉県の水辺の里親制度を活用し、河川環境の保全に取組む市民団体の活動支援を行った。 　

検討・実施

実　施　（検証）

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民相談、特に苦情に対する初期対応を誤りのないものにするため、専門家を含
めた体制を整備しニーズに対応する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市政に関する市民の苦情等の申し立てを公正かつ中立的な立場で迅速に処理する
ため、行政苦情等調停委員会を設置した。

市民の苦情等の申し立てに対し、迅
速に対応していく。

H17 H18 H19 H20 H21

責任と権限を明らかにした、市民にわかりやすい簡素で効率的な行政組織の構築
を目指し、組織を定期的に検証し、必要に応じた組織設置や廃止を随時行う。

検討 実施

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

スポーツ等教育委員会事務の一部を市長部局へ移管、徴収対策の強化、福祉制度
改革への対応等を主な内容とした組織の改正を平成１８年１０月に行った。ま
た、検査機能の独立、まちづくり条例を制定したことに伴う市民まちづくり推進
課の廃止、保育クラブの教育委員会への移管などの改正を検討し、平成１９年４
月から実施する。

今後も検証を行いながら、必要に応
じた改正を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

法律の改正に伴い、行政運営における公正の確保と、透明性の向上を図るため
に、行政手続条例の一部を改正する。

改正

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

県内外の自治体の動向を踏まえ、手続条例の改正内容、庁内所管への改正に向け
た連絡方法等を担当内で検討した。

改正に向け、引き続き県内他市の動
向調査、手続条例の検討及び庁内所
管への連絡方法の調整を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

庁内横断的な会議や検討委員会などの組織において、開催に係るコストを強く認
識し、会議（組織）のあり方や会議の開催数、構成メンバー等について見直しを
行い、その効率化及び内容の充実を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

課長会議の構成メンバーを見直し、効率化を図った。
引き続き、会議のあり方について検
討を行う。

【目標数値等】

【効果額】
4

庁内横断的会議
（組織）の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3
行政手続の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

2

行政組織、機構の
見直し
【政策課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

３　地方新時代に対応した行政組織運営

実施年度／効果額

1

行政に対する総合
苦情処理相談体制
の整備
【政策課・地域振
興課】
【○】

検討・実施

検証（実施）

実　　施

検討 実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

様々な市の事業を実施している各部局の予算における裁量を増やし、重点事業へ
の予算配分が可能な部局別包括予算制度を導入する。

一部
導入

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１９年度当初予算の編成にあたり、包括予算制度の試行導入を議会費と教育
費について実施した。

平成２０年度予算編成について、包
括予算制度を完全実施する。併せ
て、財務諸規則の一部改正を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

取扱業務の拡充、開業日・時間、出張所統廃合等について見直しを行う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

窓口サービス検討庁内ワーキング会議において、取扱業務の拡充、出張所の統廃
合について検討した。

引き続き、取扱い業務の拡充に伴う
業務の内容や課題、統廃合について
検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

相談時間が不足している法律相談の実施回数を増やし、相談窓口の充実を図る。 実施回数　月４回→６回

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１７年度より、相談の回数を月６回に増やし、市民の法律相談に対応してい
る。

不安定な雇用環境に対応するため、
労働相談を独立させる。また、成年
後見相談を開始する。

H17 H18 H19 H20 H21

教育方針、目的を明確にし、教育内容の多様化に対応した市民にわかりやすい組
織づくりを目指し、組織の見直しを図り、組織の設置や削減に努める。

検討 実施

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

生涯学習における事務の一部（スポーツ・青少年・文化、転出入における児童生
徒の入学等受付）について、平成１８年１０月から市長部局に移管した。

今後とも、教育方針や目的を明確に
した組織の設置や削減について検討
していく。

【目標数値等】

【効果額】
8

教育委員会事務局
組織機構の見直し
【教育総務課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

市民総合相談窓口
の充実
【地域振興課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

出張所機能の見直
し
【戸籍住民課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

予算編成事務の改
革
【財政課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　施

検討 実　施

実　　　　施

検証（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

農業委員会法の改正に伴い、農業委員会の必置基準面積が引き上げられたことに
伴い、委員会の廃止を含め、委員定数の見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

法改正により必置基準面積を下回っているが、農業委員会が担う役割を勘案すれ
ば、委員会の存続は必要不可欠であるという結論となった。また、委員会組織の
効率化、スリム化に伴う委員定数の見直しについては、平成１９年度に検討する
こととした。

平成２０年７月の任期満了に伴う一
般選挙を視野に入れ、選挙委員・議
会推薦委員・団体推薦委員の定数の
見直しを実施する。

 

実施年度／効果額

9

農業委員会の見直
し検討
【農業委員会】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民参加の手法を用いながら、総合振興計画の推進をチェックする仕組みを作
り、市の施策の透明度を高める。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

総合振興計画の達成度を評価し、その結果を今後の計画に反映させる仕組みを構
築した（施策推進プログラム）。また、達成度を市民参加で検証するため、市民
及び知識経験者等で構成される施策推進会議を設立した。

施策推進プログラムの運用を充実
し、透明度の高い、行政運営を目指
す。

H17 H18 H19 H20 H21

各事業の行政評価の結果と実施計画を踏まえ、効率化・重点化に努め、メリハリ
をつけた予算編成を行う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

実施計画との整合を取りながら、経常経費の削減に努める一方、都市基盤整備等
の重点施策については、引き続き積極的な予算編成を行った。

包括予算制度の導入により、投資的
経費に係る査定を重点的に行う。

H17 H18 H19 H20 H21

長・中期的な視点から、健全な財政運営を行うための財政計画を策定する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

現状では、三位一体の改革後の動向を見極める必要があること、国民健康保険制
度の改革、障害者自立支援法の施行等の大きな変革要因があり、依然として確定
できない要因がある。検討の結果、これらの動向を見極めた上で財政シュミレー
ションの修正を図る必要があるため、財政計画は策定していない。

歳出の推計にあたり精度をより上げ
るため、扶助費の動向について、関
係課所に推計を依頼する。

H17 H18 H19 H20 H21
今後国県の動向を見極めながら、朝霞市との広域化計画の具体的協議を進め、多
額な財政負担が発生することから将来にわたる財源確保と計画的な財政運営を図
るため基金を設置する。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

広域化ブロック割の状況が変化したことから、埼玉県・朝霞市・和光市の３者に
おいて、清掃センター建設についての今後の対応を協議した。

県の広域化計画の見直し案が示され
た後、建て替えについて関係機関と
協議し、基金を設置する。

【目標数値等】

【効果額】
4

清掃センター建て
替えに係る基金の
設置
【資源リサイクル
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

長・中期財政計画
の策定
【財政課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

健全な財政運営の
推進（財政運営基
本方針の策定及び
推進）
【財政課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

４　計画的行政運営の推進

実施年度／効果額

1

総合振興計画に基
づく施策等の達成
度を評価する制度
の確立
【政策課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　　施

実　　施

実　　　施

実　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

文部科学省・厚生労働省検討会議の動向を踏まえて、「ひろさわ保育園」の建て
替えを中心として、幼稚園機能を合わせた施設整備を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

施設整備のための用地確保に向け、関東財務局と関係法令及び県条例を踏まえ
て、協議を進めた。

引き続き、施設整備のための用地確
保に向け、関東財務局と協議を進め
る。

H17 H18 H19 H20 H21

中長期計画の実施に伴う道路評価の実施及び実施計画を策定する。また、自動
車・自転車・交通弱者等の通行の安全性、効率性向上のため、道路整備基本計画
に基づき体系的に事業実施の推進を図る。

計画
策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１７年度に作成した基本計画をベースとし、市民委員会及び庁内策定委員会
を経て道路整備実施計画を策定した。今後は、市民への周知・広報活動を進めな
がら、計画を推進していく。

市民への周知・広報活動を進めなが
ら、計画を推進していく。

H17 H18 H19 H20 H21

周辺地域の土地利用状況の実態を考慮し、効率的な水路機能の確保と整備推進を
図る。

検討
計画
策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１９年度の計画策定に向け、現状の分析及び計画の必要性の検討を行った。
現状の分析及び計画の必要性の検討
を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

現状分析とともに整備手法及び部分的な施行も視野に入れた計画の見直しを行
う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

優先施行区域を新たに定め、道路計画案の見直し後、権利者に説明会を行い事業
の推進を図った。

事業計画を作成後、認可申請を行
う。

【目標数値等】

【効果額】
8

駅北口地区に係る
区画整理事業計画
の見直し及び推進
【駅北口区画整理
事業事務所】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

水路整備計画の策
定及び推進
【道路安全課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

道路整備計画の策
定及び推進
【道路安全課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

幼稚園・保育園一
元化施設の設置検
討
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）

実　施

実施

検　討 実施



P12

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

校舎、体育館の耐震補強工事を順次実施する。 工事施設数　１３施設

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

白子小、第二中の校舎について、耐震補強工事を実施した。
第三小、第五小の体育館について、
耐震補強工事を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

　新倉小、第三小、第五小、大和中の増改築工事を順次実施する。 検討 工事対象校数　４校

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

新倉小の改築工事を実施した。また、第三小、大和中については、実施設計委託
を行った。

第三小、大和中について、増改築工
事を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

地域の実情や地域的な条件、通学路の安全などを踏まえ、既設学校の校舎増築で
対応できない場合、適切な場所での新設を検討する。

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

地域の実情や地域的な条件、通学路の安全などを踏まえ、既設学校の校舎増築で
対応している。

地域の実情や地域的な条件、通学路
の安全などを踏まえ、既設学校の校
舎増築で対応していく。

【目標数値等】

【効果額】

11

小・中学校新設の
検討
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

児童・生徒の増加
に伴う校舎等の増
改築事業の推進
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

9

学校施設の計画的
耐震補強の推進
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　　　施

実　施

検討（実施）



P13

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

受益者負担の原則に基づき、受益と負担の公平性を確保するための基準を策定
し、これに基づき見直しを行い、適正化を推進する。なお、各種証明書の交付、
固定資産税台帳の閲覧、公図の写しの交付、住民票補助簿の閲覧などの手数料に
ついては、平成１８年度に改定する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年１０月より、従来１００円としていた手数料について、受益者負担の
適正化の観点から２００円に改正した。また、第三次和光市行政改革大綱推進委
員会において、使用料の見直しについての考え方をまとめた。

使用料について、算定方法等の市の
統一した考え方を示す基本方針を策
定し、この方針に基づいた見直しを
図る。

H17 H18 H19 H20 H21

ゴミ有料化については、和光市廃棄物減量等推進審議会においてごみ減量の有効
な一手段として導入の是非及び方向性について検討する。

(実施) 減量率２５％

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

埼玉県南西部４市まちづくり協議会にて、各市の現状報告・意見交換を行い、導
入の是非について協議した。その結果としては、４市間における状況が異なるこ
と、現在のところ市民の理解が得られないことなどから協議を継続することとし
た。

引き続き、協議を継続する。

H17 H18 H19 H20 H21

高齢者の増加、予防重視型システムへの転換による新予防給付の創設、地域支援
事業の創設などサービスの種類ごとの事業量推計に基づき、適正な保険料を算出
する。

　
検証 　

検証

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

支援事業の導入による効果としては、高齢者人口伸び率が１．０６ポイントと
なっている中で、市内全体の要介護認定者の上昇・増加を鈍化させた（年度当初
認定者　１，０８１人　年度末認定者　１，０７１人）。

予防事業を完全な地域型事業とする
とともに、本町小や南地域センター
を活用し事業の拡大を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

国が公表した「医療制度構造改革」では、保険料賦課、患者負担額の見直しな
ど、平成１８年度から平成２０年度に国保制度が大きく変化するため、これらの
状況を踏まえ、見直しを検討する。

　

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

国、県、他市の状況等について、情報収集に努めた。
平成２０年度からの改正に向け、見
直しを行う。

【目標数値等】

【効果額】

4

国民健康保険税の
見直し
【保険医療課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

介護保険料の見直
し
【長寿あんしん
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

家庭系一般廃棄物
有料化の検討
【資源リサイクル
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

５　受益者負担・給付事業等の見直し

実施年度／効果額

1

使用料、手数料等
の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

４，７０１千円

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討・実施

検　　討

実　　施
実施

検討（実施）



P14

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

「医療制度構造改革」に伴い、現行の老人保険制度が平成２０年度に廃止となる
ことから、国や県などの状況を踏まえながら見直しを行う。

　 実施

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

国、県、他市の状況等について、情報収集に努めた。
平成２０年度からの改正に向け、見
直しを行う。

H17 H18 H19 H20 H21

基本健康診査（個別・集団）及び各種がん検診において、適正な受益者負担につ
いて検討する。

効果額(４年間)　53,276千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年度からの介護予防事業の導入に伴い、平成１８年度及び平成１９年度
については、特定高齢者の把握事業を中心に実施した。

平成１８年度と同様の対応をすると
ともに、法律等の改正を注視し、検
討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

供用開始以来据え置きの使用料が処理原価と乖離しているため、その適正化につ
いて、調査・検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

下水道事業計画、中期経営計画を視野に入れ、全体的な下水道経営の取組みの一
環として、使用料の見直しの検討及び他市町村の使用料を調査した。

下水道事業計画や中期経営計画の策
定を実施計画上に位置づける予定で
ある。これら諸計画の中で、使用料
について検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校体育施設、公民館利用者に対する受益者負担のあり方について、見直しを検
討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

受益者負担のあり方について、近隣市等の動向を把握した。
引き続き、他市の動向を把握し、検
討していく。

【目標数値等】

【効果額】
8

社会教育施設にお
ける受益者負担の
見直し
【スポーツ青少年
課・生涯学習課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

下水道使用料の見
直し検討
【下水道課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

検診事業等におけ
る受益者負担適正
化の検討
【保健センター】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

老人医療費の支給
制度の見直し
【保険医療課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）

検　討

検討（実施）

検討（実施）



P15

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

既に見直し対象として方向性を設定した補助金については、徹底的な見直しによ
り大幅な総額削減に努める。新たな補助金については、サンセット方式を導入
し、終期を明確にした上で設定することを原則とする。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

行政改革集中改革プランに見直しとして掲げた補助金について、見直しの進捗状
況等を把握した。（補助金の見直し状況については、別添のとおり）

引き続き、該当する補助金について
その方向性に基づいた見直しを図
る。また、補助金決算書の公開・見
直しを検討し透明性を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

基本構想策定により認定農業者への助成充実を図る必要があり、今後の動向、実
情に合わせて検討する。

　

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想を策定し、市における認定農業
者についての指針を明確にした。現在、近代化資金利子補給制度は、認定農業者
に低利による政策資金を融通する制度であり、大きな支援策の１つとなってい
る。

認定農業者を支援する担い手育成総
合支援協議会を立ち上げるととも
に、支援策の１つである本制度の充
実を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

補助対象から犬を除外し、飼い主の責任を明確にするため、飼い猫に対する補助
を平成１８年度が終期となる見直しを実施する。また、捨て猫については補助対
象とするために平成１９年度に見直しを実施する。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

従来、犬と猫が対象であった去勢・不妊手術費補助金について、補助の対象を猫
のみとすることで補助の抑制を図った。

捨て猫について、補助対象とするた
めに見直しを実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

補助の交付要件を見直し、利用件数の増大を図る。 検討 利用件数　　年８件→１６件

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

補助の交付用件を見直し、利用件数の増大を図った。
引き続き、制度の周知に努め、利用
件数の増大を図る。

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

【効果額】
4

生垣設置補助金の
見直し
【環境課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

１００千円

【目標数値等】

3

犬猫の去勢・不妊
手術補助金の見直
し
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

近代化資金利子補
給制度の充実
【地域振興課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

1
補助金の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

６　補助金の適正化

実施年度／効果額

実　　施

検討（実施）

随時実施（検証）

実　施



P16

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

和光市環境基本計画実施計画に位置づけられている（仮称）地域全体の総合的な
保全計画の研究、検討を通して、緑地・樹木等の保護の仕組みについて見直しを
行う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

環境基本計画実施計画に位置づけられている（仮称）地域全体の総合的な保全計
画の研究、検討を行った。

地域全体の総合的な保全計画の研
究、検討を通じて、制度の見直しを
行う。

H17 H18 H19 H20 H21

組織運営の合理化に向けて、社会福祉協議会への補助金の見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市職員の派遣（１名）を中止し、団体としての自立した組織運営を図った。
引き続き、経費節減に向け継続協議
していく。

H17 H18 H19 H20 H21

市単独事業の和光市幼稚園児保護者補助金のうち、入園料補助金について県内の
状況を踏まえ見直しを行う。

　
補助金額　５０％程度減額
効果額(３年間)　14,193千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

県内の近隣市の状況と隣接する東京都の状況を踏まえ、幼稚園児保護者補助金の
うち入園料補助金額についての補助金額の削減を検討した。検討の結果、当市
は、都心に近く交通の利便性が高いため若い世代も多く、子育て支援を積極的に
進めるべき当市の状況から現状を維持していくこととした。

現状を維持し、補助を継続する。

H17 H18 H19 H20 H21

幼稚園、保育園一元化施設の設置に伴い、幼稚園補助金制度について見直しを行
う。

実施

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

幼稚園、保育園一元化施設の設置について検討した。
今後においても、幼稚園、保育園一
元化施設の設置についての検討して
いく。

【目標数値等】

【効果額】
8

幼稚園補助金の見
直し（補助金制度
の見直し）
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

幼稚園補助金の見
直し（補助金額の
見直し）
【教育総務課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

社会福祉協議会補
助金の見直し
【社会福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

保存樹木補助金の
見直し
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実施検討

検討（実施）

検　討 実　施

検　討



P17

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

この事業により各学校における備品等も充実してきたため、補助金額を段階的に
引き下げる。今後は、それらの活用を含め内容の充実に努める。

検討
１校2,000千円→1,000千円
効果額(４年間)  33,000千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

１校あたりの補助金額を２００万円から１５０万円に減額した。

当初１校１５０万円とする予定で
あったが、１２０万円に減額した。
平成１８年度までの事業の継続・発
展を図るとともに、今後はソフト面
の充実を図る。

　

　

 

 

実施年度／効果額

9

特色ある学校づく
り事業の見直し
【学校教育課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

５，５００千円

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

段階的実施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

窓口サービスの充実を図るため、ワンストップサービスを２段階で導入する。第
１次は、転出入に伴う各種申請・受付業務を導入し、主にソフト面を充実する。
第２次は、１次導入の見直し及び部課所の配置替えを含め大規模なハード面の改
修を実施する。

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

転入・転出届に伴う手続きで、課税証明書の発行、非課税証明書の発行、納税証明
書の発行、児童生徒の入学・転学等の受付の手続きについて、平成１８年１０月より１
階の戸籍住民課窓口に集約し市民の利便性の向上を図った。また、検討の結果、第１次の
導入である程度の事務をワンフロアーにおいて可能となったため、ハード面での整備を伴
う第２次導入については、当分の間実施しないこととした。

導入後の検証を行い、改善を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

市民サービスの向上及び業務の効率化を図るため、スポーツ施設等の公共施設を
対象とした予約システムを導入する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

システム構成、各種運用方法の検討などを行い、平成１９年３月に公共施設予約
システムを構築した。

現在、予約の対象施設がスポーツ施
設等のみであるため、拡大を検討し
ていく。

H17 H18 H19 H20 H21

文書管理システムについて、業務の効率化を目指し、県内市町村で共同のシステ
ムを構築する。また、ホームページに地図情報を掲載することによる市民の利便
性の向上及び地理情報システム（ＧＩＳ）による業務の効率化を検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

文書管理システムについては、県内市町村で共同構築・運営を行うため準備協議
会に参加し、システム使用や運用などについて検討した。なお、運用開始につい
ては、平成２０年度を予定している。また、地図情報については、検討・準備を
進め、平成１９年度にホームページ掲載することとした。

文書管理システムについて、準備協
議会から運営協議会へ移行し、平成
２０年度の運用開始を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21
Ｅメール、市長への手紙、市政対話集会が主な広聴活動となっているが、市民参
加条例の施行に伴い、更なる市民の声を行政に反映させるための体制を検討す
る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

Ｅメール・市長への提言・要望を広く受け、回答することで広聴活動を実施して
いる。また、見直し検討の結果、定例の市政対話集会については実施しないこと
とした。

引き続き、広聴活動を実施していく
とともに、市政対話集会について
は、広く市民の意見を聞く事案等に
ついて実施していく。

【目標数値等】

【効果額】4

広聴（公聴）体制
の見直し
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3
電子市役所の推進
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

公共施設予約シス
テムの導入
【市政情報課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

７　事務・事業の見直し（その他）
実施年度／効果額

1

窓口ワンストップ
サービスの導入
【政策課・戸籍住
民課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討 段階的実施（検証）
）

システム構築 実　施

検討（実施）

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

和光市セキュリティポリシーに基づく実施手順を作成し、情報セキュリティー対
策の循環サイクル（ＰＤＣＡ）の構築を目指す。

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

アンケート調査やインタビューを実施し、各職場の現状把握・リスク分析を行っ
た上で実施手順書を策定した。

実施手順書により、情報セキュリ
ティの点検を行い、情報セキュリ
ティ対策に係る実施サイクルの確立
を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

狭い土地や単独で利用できない土地を処分し、有効活用を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年度の処分等はない。狭小地や単独の土地については、既に処分等を
行っており、極狭小土地の処分が今後の課題となっている。

引き続き、機会を図り、有効活用に
努める。

H17 H18 H19 H20 H21

納税通知封筒、一般封筒、くらしのガイド、ガイドマップ等への広告掲載につい
て検討し、新たな財源を確保する。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

有料広告を掲載するために、平成１８年８月に広告掲載に関する基本方針を策定
した。また、この方針を受けた具体的な要綱・基準として、平成１９年３月に有
料広告掲載要綱、有料広告掲載基準を定めた。

ホームページ等各広告媒体につい
て、具体的な検討を行い、有料広告
を掲載していく。

H17 H18 H19 H20 H21

支出基準や金額について見直しを図り、交際費を削減する。 検討
予算額40％削減
効果額(４年間)　 160千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

支出基準や金額について見直しを図り、交際費を１０万円から６万円に減額し
た。

引き続き、見直し後の基準及び金額
で運用する。

【目標数値等】

【効果額】

４０千円

8

消防団長交際費の
見直し
【くらし安全課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

市出版物への広告
掲載等による新た
な財源確保
【政策課・財政
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

市普通財産の有効
活用及び処分
【総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

情報セキュリ
ティー対策に係る
実施サイクルの確
立
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）

検討（実施）

実　施

実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

多様な入札方法の研究及び品質確保の観点から工事成績評定制度の導入を行う。 　 検討 実施 検証

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

建設工事、設計・調査・測量・土木維持管理について電子入札を全面導入した。
また、一般競争入札の対象案件について、１億５千万円以上の建設工事としてい
たものを１億円以上の建設工事に引き下げ、対象を拡大した。

一般競争入札の対象案件を、３千万
円以上の建設工事に引下げ、対象を
拡大させる。また、工事成績評定の
導入について検討を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

公共工事において設計から実施工事までの全過程でコストの縮減を図ることを目
的に計画を策定し、関係職員の意識改革を目指す。

試行 検証

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

モデル事業の２４件について、チェックリストを作成した。
これまでの実績をもとに検証を行
い、計画の見直しを予定している。

H17 H18 H19 H20 H21

住民税については、三位一体改革における新しい財政システムを考慮し、これら
の動向を踏まえながらシステムを構築する。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

近隣市町村や県の動向を踏まえながら、電子申請システムの研修会やｅＬ－ＴＡ
Ｘについての説明会に参加した。

平成１８年度に引き続き、県との調
整を取りながら、ｅＬ－ＴＡＸの導
入について検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

固定資産税については、土地評価のために利用する地番図、航空写真および路線
図等のマイラーや紙の図面等のデジタル化及びＧＩＳの導入を検討し、システム
を構築する。

検討
計画
策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

ＧＩＳシステムの導入に向けて、各課税資料を整理し、デジタル化するデータの
範囲とシステムの運用方法を検討した。また、既に導入した自治体を視察した。

デジタルオルソ画像の撮影及び作成
を行う。また、課税資料のデジタル
化と不突合データの調査確認を行
う。

【目標数値等】

【効果額】
12

効率的課税システ
ムの構築（固定資
産税）
【課税課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

11

効率的課税システ
ムの構築（住民
税）
【課税課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

公共工事コスト縮
減計画の策定及び
推進
【財政課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

9

入札制度改革の推
進
【財政課・検査
室】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実施

実施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市税については、平成２１年度の目標収納率を９９．０％とする。
（平成１６年度　９８.１４％）

98.45 98.70 98.80 98.90 99.00

徴収率９９.０％

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

目標収納率を対前年度比０．３％増と定め、毎月の夜間電話催告・臨宅徴収、５
回の県税合同臨宅徴収を実施した。また、平成１８年１２月に実施した休日納税
相談、毎月の夜間納税相談を利用した来庁要請、分納誓約不履行者への催告等に
より管理の徹底を図り、収納率の向上に取組んだ。
（結果：９８．４５％　対H１６年度比０．３１％増）

引き続き、平成２１年度の目標収納
率を９９．０％とし、各年目標達成
に向け収納率の向上を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

国民健康保険税については、平成２１年度の目標収納率を９０．０％とする。
（平成１６年度　８５.６４％）

86.94 87.64 88.34 89.04 90.00

徴収率９０.０％

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

目標収納率を対前年度比１．５％増と定め、毎月の夜間電話催告・臨宅徴収・納
税相談を実施した。また、平成１８年１２月に実施した休日納税相談、保険証更
新時等において未納者に対する来庁要請を行った。また、分納誓約不履行者への
催告等により管理の徹底を図り、収納率の向上に取組んだ。
（結果：８６．９０％　対H１６年度比１．２６％増）

引き続き、平成２１年度の目標収納
率を９０．０％とし、各年目標達成
に向け収納率の向上を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

県（県税務職員短期派遣）から、指導及び支援等を得て滞納処分を推進する。ま
た、県の直接徴収により収納率向上を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

県税務職員の短期派遣を受け入れ、高額困難事案に対する滞納処分を推進すると
ともに、滞納処分停止事務処理要領等を作成した。

高額困難滞納者の市県民税の徴収に
ついて、県（特別徴収対策室）へ移
管する。

H17 H18 H19 H20 H21

市税等の確保及び収納率の向上のために、口座振替を推進する。
（平成１６年度　振替率　２７．５４％）

振替率３５.０％

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

前年度の振替率の向上を目指し、より一層目標の推進に向けて邁進した。
（結果２７．６０％  対H１６年度比０．０６％増）

市のホームページ、広報等で幅広く
市民に浸透されるようにＰＲしてい
く。また、ペイジー導入の検討も行
う。

【目標数値等】

【効果額】16
口座振替の推進
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

15

市税等の滞納処分
の推進及び市県民
税の徴収に係る埼
玉県との連携強化
【収納課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

14

市税等の収納率の
向上（国民健康保
険税）
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

実施年度／効果額

13

市税等の収納率の
向上（市税）
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　　　施

実　　　施

実　　　施

実　　　施



P22

取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

不動産差押後の進捗状況を見ながら公売対象物件の洗い出しを行い、公売実施を
推進する。また、滞納処分の前提として公売を視野に入れ、換価できる差押物件
の選定技術の向上を図る。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

不動産公売を前提として財産調査を進めていた案件が１件あったが、他に預金を
発見したため公売を中止した。（平成１８年度公売実施件数　０件）

引き続き、公売実施の推進を図ると
ともに、滞納処分の前提として公売
を視野に入れ、換価できる差押え物
件の選定技術の向上に努める。

H17 H18 H19 H20 H21

金融機関との連携により、金融機関のＡＴＭ機やインターネットから市への納付
を可能とするマルチペイントネットワークシステムの導入を検討し、実施する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

説明会に参加するなど他市等の実施動向を鑑みながら、納税者の利便性を第一に
考え、有効性があるか状況把握に努めたが、現在のところ導入のメリットが少な
いのではないかという検討結果になった。

平成２２年度以降の導入を目標に検
討をしていく。

H17 H18 H19 H20 H21
社会福祉法人へ補助金を交付し支援を行うことにより、平成１７年度及び平成１
８年度に各１施設の保育園開設を目指す。今後も、待機児の解消に努めるために
施策を推進する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年６月から、新設保育園である下新倉みどり保育園（定員６０人・民設
民営）が運営開始した。

平成１９年６月から、新設保育園で
あるハレルヤ保育園の運営開始予定
である。また、白子２丁目地区にお
ける保育園の開設を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

児童数の増加に対応するため、保育クラブを増設することで、待機児童の解消に
努める。

検討 実施 増設数　２施設

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１８年１２月から、下新倉保育クラブの定員を７０人から９０人へ増員し
た。また、北原保育クラブについては、平成１９年４月から定員を４０人から４
５人に増員する準備を行った。また、平成１９年４月運営開始予定の南地域セン
ター保育クラブ（定員５０人）の開設準備を行った。

平成１９年４月から、教育委員会事
務局生涯学習課へ事務を委任する。
今後も、待機児童数の動向を見なが
ら対応を検討していく。

【目標数値等】

【効果額】
20

保育クラブ入所待
機児童解消対策の
推進
【こども福祉課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

19

保育園入園待機児
童解消対策の推進
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

18

納税者等の利便性
の向上及び管理事
務効率化の推進
【収納課・会計
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 
実施年度／効果額

17

差押物件の公売実
施の推進
【収納課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　　　施

検　　討 実施

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

各種公共料金のカード支払いが進んできていることを考慮し、乳児医療費につい
ても、医療施設の窓口でのカードによる決済の導入を検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

乳幼児医療費受給資格者の医療施設における窓口払廃止に向けて、条例の整備を
した。

埼玉県国民健康保険団体連合会及び
埼玉県社会保険診療報酬支払基金と
協議する。

H17 H18 H19 H20 H21

老朽化が進んでいるプール棟については、市民プールの設置を含め、改修費用等
について総合的に今後のあり方を検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

総合児童センター１階及び階段室の改修工事を行った。また、プール棟の給水口
について安全基準は満たしていたが、一層の安全確保のための処置を行った。

施設の長期使用に向けて、段階的な
修繕を計画する。

H17 H18 H19 H20 H21
介護保険制度創設にあたり、寝たきり老人手当等の高齢者に対する手当を廃止
し、介護保険制度に取り込みを行ってきた。同時に本市においては在宅介護を重
視した施策を行ってきた。第３期介護保険事業においては、予防重視型システム
への転換により要介護度の改善や重度化予防のための新予防給付の創設、特定高
齢者等の生活機能の維持、機能低下の早期対応策として地域支援事業の創設によ
り、在宅介護を重視することで介護保険事業に係る費用の抑制を図る。

計画
策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

介護保険の理念でもある居宅介護の充実を図るための長寿あんしんプラン策定に
よる居宅介護の限界点を高めるための施策展開を構築し、市内に日常生活圏域を
設定し地域包括支援センターの設置及び地域密着型サービスの整備が段階的に進
み居宅介護率が上昇した。

小規模多機能型居宅介護及びグルー
プホーム等の適正運営及び整備を促
進することで、居宅介護率の上昇を
目指す。（８５％以上）

H17 H18 H19 H20 H21
「医療制度構造改革」の中で、生活習慣病対策など予防医療が重要視されてお
り、保険者の役割を明確化し、被保険者・被扶養者に対する効果的・効率的な健
診・保健指導を義務付け、本格的な取組を展開するとしていることから、今後、
組織体制を含めた見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

国、県、他市の状況等について、情報収集に努めた。
平成２０年度からの改正に向け、見
直しを行う。

【目標数値等】

【効果額】
24

国民健康保険法に
基づく健康保険事
業の推進
【保険医療課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

23

介護保険事業の見
直し
【長寿あんしん
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

22

総合児童センター
プール棟施設機能
の見直し検討
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

21

乳幼児医療費助成
制度の見直し検討
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討（実施）

検討（実施）

実　　施

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

国における制度の動向等を注視し、事業の構築を進める。 効果額(４年間)　316千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

平成１７年度から準備している（仮称）健康和光２１策定について、平成１９年
１月に健康増進計画推進委員会を設置した。また、国、県の動向を確認しながら
３月に中間報告を行った。

生活習慣実態調査、ワークショップ
を開催し、市民の意見を反映させな
がら平成２０年３月に策定を予定し
ている。さらに、国の動向を注視し
ながら事業の構築を進めていく。

H17 H18 H19 H20 H21

要綱に基づき実施している開発行為における行政指導について、条例を制定し実
施することで、より適正な開発指導に努める。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

指導要綱に基づき、安心で快適な生活環境づくりに必要な公共・公益施設等を整
備するよう行政指導を行った。また、まちづくり条例が平成１８年１２月に公布
され、運用にむけて各所管課と協定基準等の見直しを行った。

平成１９年７月のまちづくり条例施
行に伴い、適正な開発指導、住みや
すいまちづくりを推進する。

H17 H18 H19 H20 H21

事務用品の見直し及び用途事務の改善を図ることで業務の効率化を目指す。 関係職員　0.5人→0.25人

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

業務の効率化を目指し、月４回実施していた物品の払出し業務を月２回とした。
在庫物品の内容の見直しを検討す
る。

H17 H18 H19 H20 H21

公民館及び図書館の事業等について、市民のニーズや公民館運営審議会、図書館
協議会の意向を適切に反映した運営ができるように見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

審議会等に事業計画を諮問し、意見を反映した事業の実施に努めた。
引き続き、審議会等の意見を反映し
た事業の実施に努める。

【効果額】

28

公民館、図書館運
営の見直し検討
【生涯学習課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

26

開発指導に関する
指導要綱の見直し
【建築課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

27

物品管理業務の見
直し
【会計課】
【○】

 

実施年度／効果額

25

健康づくり事業の
推進
【保健センター】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

検討・実施

検討 実　施

実　施

検討（実施）
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その他

取組事項（担当課） 効果額

７８１千円

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

平成18年度取組状況

29
内部管理経費の見
直し
【人権文化課】

国際交流推進員の勤務時間数を見直した。 １４４千円

30
市税の徴収対策
【収納課】

夜間電話催告（５回・３３２件）、夜間臨宅徴収（７回・５４９件）、休日納税相談（２回・６７件）、納
税相談及び納税窓口（４７人）を実施した。

33
事務事業の見直し
【教育総務課】

小・中学校の管理運営費（消耗品費）を節減した。

７８６千円

31
歳入の確保
【スポーツ青少年
課】

市民ハイキング参加者に対し、受益者負担の観点から事業参加費を徴収した。
（参加費２，０００円×８４件）

１６８千円

32
事務事業の見直し
【資源リサイクル
課】

事業における消耗品を削減した。 ２５３千円

34
事務事業の見直し
【議事課】

会派代表者協議において、政務調査費の使途基準を見直した。 １，３６２千円

35
事務事業の見直し
【議事課】

会派代表者協議において、追加加除式参考図書の見直した。（１８件の廃止） ３，１４５千円

36
事務事業の見直し
【議事課】

会派代表者協議において、「市議会のしおり」の印刷を中止した。 ２１０千円

37
内部管理経費の見
直し
【議事課】

官庁速報の購読を停止した。 ３７８千円
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

滞納者に対する電話による自主的納付の呼びかけ業務　不動産公売情報の配
布、広報宣伝業務　公売対象となる動産等の見積価格策定の鑑定、移送及び保
管業務　インターネットオークションによる入札関係業務
上記の業務に民間事業者を活用することを検討し、民間委託を推進する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

効率的な徴収の推進を図るため、業務委託を検討した。また、引き続き民間業者
と市税等収納事務委託契約を締結しており、コンビニ収納の代行業務を委託して
いる。

先進自治体の視察を実施し、その費
用対効果について検討を進める。

H17 H18 H19 H20 H21

乳幼児健康診査事業を民間業者に委託し、経費の節減を図る。 ２０％予算節減

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

健康検査事業における民間委託の検討を行った。
平成２０年度以降の保健センターに
おける業務・事業全般を見ながら、
民間委託を検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

保健センターに指定管理者制度の導入を調査・検討する。 　

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

保健センター業務における民間委託の検討を行った。
引き続き、近隣自治体等の動向を見
ながら、調査・検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

総合福祉会館（地域福祉センター）業務に指定管理者制度の導入、又は、業務委
託範囲の拡大を検討・実施する。

効果額(３年間)　36,000千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

社会福祉協議会に受付事務を委託するなど、業務委託の拡大を図ることで職員数
を４人から３人に削減した。また、光熱水費等施設維持管理費の節減を図った。

引き続き、見直した内容を継続して
いく。

【目標数値等】

【効果額】

４５，５３５千円

4

総合福祉会館業務
における民間委託
の推進
【総合福祉会館】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

保健センター業務
における民間委託
の推進
【保健センター】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

健康診査事業にお
ける民間委託の推
進
【保健センター】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

８　民間委託等の推進

実施年度／効果額

1

市税等の徴収に関
する民間への業務
委託の推進
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

検討 実施

検　討 実　　施

検討（実施）

調査・検討
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

樹林公園清掃管理業務を公共的団体へ業務委託することで、委託経費の節減を図
る。

　 　 委託料５０％　程度の節減

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

清掃業務について、朝霞地区シルバー人材センターに委託先を変更することで、
委託経費の節減を図った。

引き続き、朝霞地区シルバー人材セ
ンターに委託していく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校給食業務について、市が直接運営している２校を民間委託する。 実施 実施 委託校数　９校→１１校

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市が直営で運営している給食業務（２校）のうち、大和中学校における給食業務
を委託し経費を節減した。（委託校数　１０校）

第二中学校の給食業務を委託する。
（委託校数　１１校）

H17 H18 H19 H20 H21

スポーツ施設の管理に指定管理者制度の導入又は業務委託範囲の拡大を検討・実
施する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

総合体育館について、指定管理者選定委員会を立ち上げ、指定管理者を公募、選
定し、基本協定を締結することで平成１９年５月より開館する。また、運動場に
おいては、民間委託業務を拡大することで職員人件費を節減した。

総合体育館については、指定管理者
制度を導入する。また、運動場につ
いては、現状の体制を継続してい
く。

その他

取組事項（担当課） 効果額平成18年度取組状況

8

【目標数値等】

【効果額】

１０，２００千円

7

スポーツ施設にお
ける民間委託の推
進
【スポーツ青少年
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

６，６５１千円

6

学校給食業務にお
ける民間委託の推
進
【学校教育課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

 

実施年度／効果額

5

樹林公園清掃業務
における委託先の
変更
【都市整備課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

４，７９９千円

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

指定管理者制度の
導入
【人権文化課】

市民文化センターに指定管理者制度を導入した。 ４３，２１８千円

実　　施検　討

実　施
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取組事項（担当課） 効果額

14
業務委託の見直し
【都市整備課】

南口駅前広場維持管理委託について、委託費の節減を図った。 ９７５千円

 

平成18年度取組状況

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

9
業務委託の見直し
【地域振興課】

勤労福祉センターにおける業務委託について、発注方法等を見直し経費を節減した。 ２，０８９千円

10
事務事業費の見直
し
【環境課】

ユスリカ駆除業務の見直しにより、経費の節減を図った。 １，５６８千円

12
委託業務の見直し
【資源リサイクル
課】

びん収集運搬業務に関する委託契約を見直し、経費を節減した。 １，１３３千円

13
歳入の確保
【長寿あんしん
課】

介護老人保健福祉施設の指定管理に伴う運用利益に係る納付金 ６，６８６千円

11
民間委託の拡大
【資源リサイクル
課】

職員から委託業務への切り替え １７，１００千円
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

定員適正化計画を新たに策定し、計画的な定員管理を図る。
計画
策定

１４人削減

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

定員適正化計画に基づいた定員管理を行った。
（対平成16年度末職員数 11人削減×平成18年度平均年額給与 6,651千円）

引き続き、計画に基づいた定員管理
を行っていく。

H17 H18 H19 H20 H21

一定の期間に終了が見込まれる業務、業務量の増加が見込まれる業務について、
柔軟な任用・勤務形態とする「任期付職員」の導入を検討するとともに、専門的
な資格、実務経験等のある「民間人材の活用」を推進する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

南地域包括支援センターに３名の任期付職員を採用した。また、専門的知識経験
を有する１３名の民間人材を非常勤特別職として採用した。

引き続き、任期付職員及び民間人材
を活用していく。

H17 H18 H19 H20 H21

公務の能率的運営の確保と職員の新陳代謝及び人事の刷新の観点から対象者の範
囲及び優遇措置等制度を改正を行う。

改正

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

組織の活性化及び人事の刷新を図るため、勧奨退職の対象職員の範囲及び実施方
法等を見直し、５０歳以上の職員全員を対象に退職勧奨を実施した。

引き続き、改正した内容に基づいた
退職勧奨を実施していく。

　
その他

取組事項（担当課） 効果額平成18年度取組状況

4

【目標数値等】

【効果額】

3

退職勧奨制度の見
直し
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

地方分権改革に対
応した多様な雇用
形態の整備と活用
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

職員の定員削減
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

７３，１６１千円

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

９　職員の定員管理の適正化

実施年度／効果額

1

人件費削減
【職員課】

市長・助役・収入役の３役体制のうち、助役を置かず２役体制とした。 １２，７００千円

実　　施

民間人材の活用の推進

任期付職員の検討（実施）

実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

附属機関の委員に対する報酬及び費用弁償の金額の妥当性と今後の方向性につい
て検討するとともに、附属機関以外の要綱等で設置されている各種審議組織の委
員に対する謝礼等の支給基準についても見直しを行う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

委員等の報酬について、会長等７，８００円、委員６，８００円としている金額
を、５，０００円、４，０００円に改正した。また、費用弁償については、会議
出席日額費用弁償（２，０００円）を費用弁償の対象外とした。また、謝礼につ
いて基準を設けた。

改正内容に基づいた運用を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

国及び埼玉県の人事院勧告等に準拠した給与システムを構築する。（給料表の見
直し、地域手当の導入、新たな昇給制度）

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

給与構造改革を導入するために、給与条例及び関係規則等の整備を行った。その
中で、給料表については、平均４．８６％の引下げを行った上で国家公務員に準
ずる給料表へ転換した。また、国家公務員に準ずる給料の引下げを前提に、地域
手当を１２％とした。

５段階の昇給区分を設けることによ
り、勤務成績を反映した昇給を行っ
ていく。

H17 H18 H19 H20 H21

市及び職員互助組織がそれぞれ行っている福利厚生事業について見直しを実施す
る。

効果額(４年間)　25,200千円

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

市で実施していた厚生活動を廃止し、職員に対する厚生活動事業については、職
員互助会による事業に１本化することで、福利厚生全体として見直しを行い、経
費節減を図った。また、被服等貸与規則の見直しを図った。

見直した内容を継続するとともに、
永年勤続表彰における記念品（副
賞）について引き続き検討する。

　
その他

取組事項（担当課） 効果額

【実施年度】
【目標数値等】

【効果額】

６，４８３千円

　

１０　職員給与等の適正化

実施年度／効果額

1

附属機関等の委員
報酬等の見直し
【政策課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

5
職員給与等の適正
化
【議事課】

議員の費用弁償について、会議出席日額費用弁償を費用弁償の対象外とする条例の改正を議員提案により
行った。平成１９年４月から施行する。

2

給与構造改革に伴
う新たな給与シス
テムの構築
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【効果額】

4
人件費削減
【職員課】

特殊勤務手当を見直し、廃止・削減した １，９００千円

平成18年度取組状況

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

【目標数値等】

3

職員福利厚生事業
の見直し
【職員課】
【○】

【取組内容】

検討・実施

検　討

導　入

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

職員の士気を高めつつ、能率的な人事管理を推進するため、職員の勤務成績が適
切に反映される評価制度（評価システム）を導入する。

検討

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

評価制度研究会を設置し、職員評価制度試行に関する実施要領を作成した。評価
については、管理職員を対象に実施し、平成１９年６月賞与に反映させることと
した。

平成１８年度に実施した職員評価を
もとに必要な事項について検証する
とともに、職員評価制度を試行す
る。

H17 H18 H19 H20 H21

職員の持つ能力を最大限に引き出していくための人事制度と連携した「研修制
度」の運営を行う。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

人材育成基本方針に基づき、研修体系に沿った研修を実施した。また、人事制度
との連携を考慮した研修として今後導入される人事評価制度についての研修を実
施した。また、自己啓発意欲の持続を重要視し、自らの能力開発の機会としてグ
ループ研修や通信教育など成果が明確となるものを実施した。

研修制度として、自己啓発において
は引き続きグループ研修や通信教育
を実施する。また、自己啓発を強化
するため自己研鑽を盛り込み、ボラ
ンティアを実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

市が求める職員像を定め、職員の能力開発を効果的に推進するために基本方針を
策定し、人材育成制度の整備を図る。

策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

基本方針の３本柱である研修制度については、自己啓発を基本とした職員研修の
基本方針並びに研修計画に基づいて職員研修を実施し、２７７コースで述べ１，
９３２名が受講した。職場づくりとしては、人が育ちやすい職場風土の形成の一
環としてメンタルヘルス研修を実施した。人事制度では、管理職を対象として人
事評価制度を試行的に実施した。

研修制度については、人材育成の基
本である自己啓発を強化する。ま
た、職場づくりについては、ＯＪＴ
等実践的な研修等を実施する。ま
た、人事制度としては、評価制度を
試行的に継続して実施する。

　

【目標数値等】

【効果額】

3

人材育成基本方針
の策定
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

地方分権改革に対
応した職員研修体
系の整備
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

１１　人材育成

実施年度／効果額

1

職員評価制度の導
入
【職員課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

試行実施

検証・実施

実　　　施

実　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

法人の設立目的の実現に向けて市民に支持され、より自立した法人となるよう指
導、助言を行うことで、効率的な運営の構築を目指す。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

特になし。
出資法人について、指導監督を行っ
ていく。

　

　

　

１２　市の出資法人等の改革

実施年度／効果額

1

市出資法人の自立
支援の推進
【総務課】
【×】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成18年度取組状況 目標数値等／平成19年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

県水の料金改定及び消費税率の引き上げの動向を注視し見直しを検討する。

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

給水原価が供給単価を上回る逆ざや現象の実態を踏まえ、県水料金の検討状況を
注視した。

県水の供給元である埼玉県企業局の
決算状況や他市町村の現状と動向を
把握し、適正な料金体系の検討を行
う。

H17 H18 H19 H20 H21

南浄水場施設更新計画に基づき順次整備を実施する。
計画
策定

　

【平成１８年度取組状況】 【平成１９年度取組内容】

南浄水場施設更新計画に基づく、受変電設備等更新を実施した。
計画に基づき、監視制御設備等の更
新を実施する。

　

　

【目標数値等】

【効果額】

2

水道施設の更新等
に係る計画書の策
定
【施設課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

実施年度／効果額

1

水道料金等の見直
し検討
【業務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

１３　水道事業の改革

検討（実施）

実　　施
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　　　　→平成１８年度末財政調整基金現在高　　１２億１，０１１万円
　　　　→基金の新設

　

　　　　　　・公共施設整備基金　４億０，００６万円
　　　　　　・都市基盤整備基金　５億０，００７万円
　

　　　　目標指標
　　　　　①　毎年度末の財政調整基金残高　　１３億円以上
　　　　　②　事業費３０億円以上の投資的事業（土地区画整理事業などの長期にわたる事業を除く。）は、その特定の目的
　　　　　　のための基金を設置し、計画的に積立を行うこと

　　　　→平成１８年度末市債等残高　　２４２億０，８７８万円

　　基金の適正な管理

　　　　目標指標
　　　　　平成２１年度末市債等残高（市債・企業債・債務負担行為の総額）
　　　　　目標額　　２３０億円以内（平成１７年度末市債等残高見込額２４１億円から１１億円以上の減少）

　　　　　　　　　　　　　　　　（　７１．９％　臨時財政対策債等を経常一般財源に加えない場合）

　　後年度の財政負担の適正化

平成１８年度行政改革取組結果等一覧

１４　集中改革プラン財政健全化目標

　　弾力性のある財政構造の確立
　　　　目標指標　
　　　　　経常収支比率　　毎年度８０％以下　（臨時財政対策債等を含む。）

　　　　→平成１８年度経常収支比率　６７．８％


